
土木工事条件明示の手引き（案）   ※発注時に活用 

■背景・目的 

○工事発注において、適正で円滑な施工を可能とするため、関連する施工条件を

設計図書に明示することとしている。 

 →条件の考え方に相違が生じ、受発注者間で積算額に大きな差が生じるケース 
  が見受けられる。 

○条件明示の徹底が求められ、受発注者双方にとって不可欠で急務な課題である 

 ことから、「土木工事条件明示の手引き（素案）」を平成１６年４月に官民で協力し  

 て作成し、必要に応じてフォローアップを図りながら活用している。 

【発注者】 
○積算や設計図書作成に先立ち、予め現場の条件、環境、制約等を調査・確認する際の 
 手引きとしてとしている。 

○積算担当者の現場条件確認も含め、事前調査・関係部署確認の効率化が図れる。 

○積算部署と監督部署が情報共有することにより、工事施工の円滑化に寄与。 

【受注者】 

○現場条件の確認時の手引きとして活用。 

○現場調査・測量時のチェックリストや整理フォーマット（様式）として活用。 

○「条件変更等（契約書第１８条）」の確認資料として活用。 

○施工途中での条件変更や新たに発生した条件への検討に活用。 

■効果 

 各種工事に対応できる基本的事項を掲載したチェックリストとして活用すること 
 により以下の効果が期待される。 

■活用時期・方法 

調査・測量時：チェックリストや整理フォーマット（様式）として活用。 
         条件変更等を検討する際の確認資料として活用。 

○適正で円滑な施工を可能とするため、関連する施工条件を設計図書に明示する 
  こととしているが、 条件の考え方（表現、受け取り方）に相違が生じ、受発注者   
  間で積算額に大きな差が生じるケースが見受けられること、さらに、公共工事の 
 品質確保の促進に関する法律 第７条第１項第５号の適切な施工条件の明示等 
 の発注者責任を踏まえ改定。 

 条件の考え方（表現、受け取り方）に相違が生じ、受発注者間で積算額に大きな
差が生じるケースが見受けられる。 

条件明示の徹底のため、「土木工事条件明示の手引き（素案）」を平成１６年４月に

官民協働で作成し、必要に応じてフォローアップを図りながら活用し。 

発   注  時：手引き（案）を基にチェックリストを作成。 
        チェックリストを踏まえ、積算や設計図書（特記仕様書に必要事項を 
        記載。 

【受注者】 

【発注者】 

北陸地整HP http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/4tenset/h2705_4tenset-jouken.pdf 
※平成２７年５月改定 上記URLから全文ダウンロードできる 

http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/4tenset/h2705_4tenset-jouken.pdf
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 「土木工事条件明示の手引き（案）」の活用と工事円滑化推進会議 

 発注者は、発注にあたり「土木工事条件明示の手引き（案）」を活用し、「工事円滑
化推進会議」において「工事設計審査・施工条件検討部会」を行い、条件明示の徹
底を図る。 

【 工事設計審査・施工条件検討部会 】 

①目的 

  工事発注にあたり設計内容、仮設計画、関係機関協議、条件明示等の  
  確認・検討 

②メンバー 

  副所長又は事務所官クラス、発注担当課長・係長・担当者、監督職員等 

③検討事項 

  １）設計内容・地形地質状況・用地取得状況・協議関係の確認 

    （未了事項の処理期限の確認） 

  ２）仮設計画の確認・検討  

  ３）条件明示（特記仕様書）の確認・検討 等 

2.工程関係

各項目の○付数字には、条件明示のポイントを記載した。

特記該当項目

1 影響を受ける他の工事

① 先に発注された工事で、当該工事の工程が影響を受ける工事の有無

（影響を受ける工事の内容と、具体的制約内容、対象箇所およびその完成の時期や期間）

② 後から発注される予定の工事で、当該工事の工程が影響を受ける工事の有無

（影響を受ける工事の内容と、具体的制約内容、対象箇所およびその完成の時期や期間）

③ その他、関連して当該工事の工程が影響を受ける他の工事の有無

（影響を受ける工事の内容と、具体的制約内容、対象箇所およびその完成の時期や期間）

2 自然的･社会的条件で制約を受ける施工の内容、時期、時間及び工法等

① 交通規制や工事内容により、工事の施工期間又は時間帯に制約が生ずるか。

（観光シーズン期の施工中止や、交通渋滞等を回避するための夜間施工等の検討）

明　示　事　項

対象　有 対象　無

影響を受ける時間影響を受ける期間

備考

対象　有 対象　無

影響を受ける工事内容 具体的制約内容

他工事の名称 その発注者 影響を受ける箇所

チェックリスト例 

（問い合わせ先 北陸地方整備局 企画部 技術管理課 TEL：０２５－２８０－８８８０） 



土木工事設計図書の照査ガイドライン（案）※契約後に活用 

 ガイドライン（案）は、受注者が行うべき照査内容を明確にし、照査項目及び内容 

のチェックリストとして打合せ簿に添付し監督職員に報告が出来る。 

・受注者が実施する「設計図書の照査」の位置付け 

■背景・目的 
 契約書及び土木工事共通仕様書により、受注者には「設計図書の照査」が義務

付けられているが、発注者と受注者の解釈の違いにより、照査や責任の範囲の取

扱いが工事ごとに異なる場合も見受けられ、受注者側に過度の負担を強いている

との意見が数多く寄せられた。 

 そのため、「設計図書の照査」における基本的な考え方や範囲をできる限り明確

にし、円滑な施工に資するため、平成１８年３月に「土木工事設計図書の照査ガイ

ドライン（案）」を官民で協力して作成し、必要に応じてフォローアップを図りながら活

用している。 

■活用時期・方法・効果 

施工前、施工中：ガイドライン（案）に定められた項目に沿って照査チェックリスト 

           を作成し、打合せ簿に添付して監督職員へ報告する。 

施工前、施工中：照査範囲を明確にし、円滑な施工に資することができる。 

○受注者による「設計図書の照査」において、受発注者間の解釈の違いにより、実 
  施者や責任の範囲の取扱いが工事毎に異なる場合も見受けられ、受注者側に  
    過度の負担を強いているとの意見が寄せられたこと、さらに、公共工事の品質確 
 保の促進に関する法律 第７条発注者責任及び第８条受注者の責務を踏まえ改 
 定。 
 

 →受注者側に過度の負担を強いているとの意見が寄せられた。 

  「設計図書の照査」における基本的な考え方や範囲をできる限り明確にし、円
滑な施工に資するため、平成１８年３月に「土木工事設計図書の照査ガイドライン
（案）」を官民協働で作成し、必要に応じてフォローアップを図りながら活用。 

【発注者】  

【受注者】 

発注者の責任 
または 

費用負担が必要な部分 

ガイドライン（案）記載
の照査項目 

北陸地整HP http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/4tenset/h2705_4tenset-syousa.pdf 
※平成２７年５月改定 上記URLから全文ダウンロードできる 
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「土木工事設計図書の照査ガイドライン（案）」の活用と工事円滑化推進会議 

受発注者及び設計コンサルタントは 「土木工事設計図書の照査ガイドライン

（案）」を活用し、「工事円滑化推進会議」における「照査結果検討部会」を行い、設

計内容の課題・対応策を検討し、円滑な工事施工を図る。 

【 照査結果検討部会 】 

①目的 

  設計図書の照査結果を受けて設計図書の疑義、齟齬、課題等の共有化 

  と対応策の検討及び決定 

②メンバー 

  発注者  ：  副所長又は事務所官クラス、発注担当課長・係長・担当者、  

          監督職員 

  受注者  ：  現場代理人、監理（主任）技術者等、専任補助者等 

  コンサル ：  設計コンサル、地質コンサル等(工事連携会議と兼ねても良い。) 

③検討事項 

  １）設計内容や課題の共有化 

  ２）対応策の決定     ３）変更の取り扱い     ４）その他 

4 

提出年月日：　　　．　　　　．　　　

照査項目チェックリスト

工事名：　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　　　　　

有 無 済 日付 有 無

1-1 「土木工事条件明示の手引き（案）」における明示事項に不足がないかの確認

1-2 　「土木工事条件明示の手引き（案）」における明示事項と現場条件に相違がないか
の確認

2-1 ポンプ排水を行うにあたり、土質の確認によって、クイックサンド、ボ
イリングが起きない事を検討し確認したか

2-2 ウェルポイントあるいはディープウェルを行うにあたり、工事着手前に
土質の確認を行い、地下水位、透水係数、湧水量等を確認したか

2-3 浚渫工の施工において、渇水位、平水位、最高水位、潮位及び流速・風
浪等の水象・気象の施工に必要な資料を施工前に調査・確認したか

2-4 地質調査報告書は整理されているか
・追加ボーリングは必要ないかの確認

2-5 軟弱地盤の施工に必要な資料はあるかの確認　（圧密沈下、液状化、地盤支持力、
法面安定、側方流動等）

2-6 測量成果報告書（平面、横断、縦断）は整理されているかの確認

2-7 共通仕様書及び特記仕様書に示される資料はあるかの確認

2-8 設計計算書等（構造物（指定仮設含む）、隣接工区等含む）はあるかの確認

2-9 特記仕様書等に明示してある支障物件移設予定時期及び占用者に関する資料はあ
るかの確認

2-10 地盤沈下、振動等による影響が第三者におよばないか、関連資料はあるかの確認

2-11 地下占用物件である電線、電話線、水道、道路管理者用光ケーブル、その他の地下
埋設物を示した図面（平面、横断、深さ等）等関連資料があるか

2-12 設計成果物等（報告書等）の貸与資料（電子データを含む）に不足がないか、追加事
項があるかの確認

3 現地踏査 3-1 工事着手後直ちに測量を実施し、測量標（仮ＢＭ）、工事用多角点の設
置及び用地境界、中心線、縦断、横断等を確認したか

3-2 建設発生土の受入地への搬入に先立ち、容量が十分か確認したか

3-3 周辺地域の地下水利用状況等から作業に伴い水質水量等に影響を及ぼす
恐れがないか確認したか

3-4 土留・仮締切工の仮設Ｈ鋼杭、仮設鋼矢板の打込みに先行し、支障とな
る埋設物の確認のため、溝掘り等を行い、埋設物を確認したか

3-5 仮囲いまたは立入防止柵の設置にあたり、交通に支障をきたす場合ある
いは苦情が発生すると予想される場合には、工事前に対策を検討し、確
認したか

3-6 砂防土工における斜面対策としての盛土工（押え盛土）を行うに当た
り、盛土量、盛土の位置ならびに盛土基礎地盤の特性等について現状の
状況等を照査したか

3-7 施肥、灌水、薬剤散布の施工にあたり、施工前に施工箇所の状況を調査
するものとし、設計図書に示す使用材料の種類、使用量等を確認したか

3-8 境界の施工前及び施工後において、近接所有者の立会による境界確認を
したか

3-9 トンネルの施工にあたって、工事着手前に測量を行い、両坑口間の基準
点との相互関係を確認したか

1 当該工事の条
件明示内容の
照査

2 関連資料・貸与
資料の確認

照査
対象

照査
実施

該当
事実 備考No. 項　　目 主な内容

3 現地踏査 3-10 道路管理台帳及び占用者との現地確認をしたか

3-11 鋼矢板等、仮設杭の施工に先立ち、明らかに埋設物がないことが確認さ
れている場合を除き、建設工事公衆災害防止対策要綱に従って埋設物の
存在の有無を確認したか

3-12 電線共同溝設置の位置・線形については、事前に地下埋設物及び工事区
間の現状について測量及び調査を行い確認したか

3-13 工事に先立ち、現地を詳細に把握するために現地調査を行い、補強を実
施しようとする橋脚および基礎について、形状や鉄筋の位置、添架物や
近接する地下構造物等の状況を把握するとともに、海水または鋼材の腐
食を促進させる工場排水等の影響や、鋼材の位置する土中部が常時乾湿3-14 漏水補修工の施工箇所は、設計図書と現地の漏水個所とに不整合がない
か施工前に確認したか

3-15 地質調査報告書と工事現場の踏査結果（地質、わき水、地下水など）が整合するかの
確認

3-16 使用する材料や重機の運搬・搬入路を確認したか

3-17 土石流の到達するおそれのある現場での安全対策について、現地踏査を実施しあら
かじめその対策を確認したか

3-18 アンカー工の施工に際しては、工事着手前に法面の安定、地盤の状況、地中障害
物、湧水を調査したか

3-19 周囲の地盤や構造物に変状を与えないように、締切盛土着手前に現状地盤を確認し
たか

4-1 桁の工作に着手する前に原寸図を作成し、図面の不備や製作上に支障が
ないかどうかを確認したか

4-2 施工前に、配筋図、鉄筋組立図、及びかぶり詳細図により組立可能か、
また配力鉄筋および組立筋を考慮したかぶりとなっているかを照査した
か

4-3 一般図には必要な項目が記載されているかの確認　（水位、設計条件、地質条件、
建築限界等）

4-4 平面図には必要な工事内容が明示されているかの確認（法線、築堤護岸、付属構造
物等）

4-5 構造図の基本寸法、座標値、高さ関係は照合されているかの確認

4-6 構造図に地質条件（推定岩盤線、柱状図、地下水位等）を明記してあるかの確認

4-7 図面が明瞭に描かれているかの確認（構造物と寸法線の使い分けがなされているか）

4-8 構造詳細は適用基準及び打合せ事項と整合しているかの確認

4-9 各設計図がお互いに整合されているかの確認
・一般平面図と縦断図（構造一般図と線形図）
・構造図と配筋図
・構造図と仮設図
・下部工箱抜き図と付属物図（支承配置図、落橋防止図等）
・本体と付属物の取り合い　等

4-10 設計計算書の結果が正しく図面に反映されているかの確認（特に応力計算、安定計
算等の結果が適用範囲も含めて整合しているか）
・壁厚
・鉄筋（径、ピッチ、使用材料、ラップ位置、ラップ長、主鉄筋の定着長、段落し位置、
ガス圧接位置）
・使用材料
・その他

4-11 形状寸法、使用材料及びその配置は計算書と一致しているかの確認

4-12 地質調査報告書と設計図書の整合（調査箇所と柱状図、地質縦断面図・地質横断面
図）はとれているかの確認

4 設計図

照査項目チェックリスト例 

提出年月日：　　　．　　　　．　　　

照査項目チェックリスト

工事名：　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　　　　　

有 無 済 日付 有 無

1-1 「土木工事条件明示の手引き（案）」における明示事項に不足がないかの確認

1-2 　「土木工事条件明示の手引き（案）」における明示事項と現場条件に相違がないか
の確認

2 関連資料・貸与
資料の確認

2-1 ポンプ排水を行うにあたり、土質の確認によって、クイックサンド、ボ
イリングが起きない事を検討し確認したか

2-2 ウェルポイントあるいはディープウェルを行うにあたり、工事着手前に
土質の確認を行い、地下水位、透水係数、湧水量等を確認したか

2-3 浚渫工の施工において、渇水位、平水位、最高水位、潮位及び流速・風
浪等の水象・気象の施工に必要な資料を施工前に調査・確認したか

照査
対象

照査
実施

該当
事実 備考No. 項　　目 主な内容

1 当該工事の条
件明示内容の
照査

（問い合わせ先 北陸地方整備局 企画部 技術管理課 TEL：０２５－２８０－８８８０） 



工事の一時中止に係るガイドライン（案）※施工中に活用  
（必要に応じて） 

■効果 

 受発注者が工事の一時中止について、適正な対応をとることが出来る。 
・工事を中止すべき場合 

①工事用地等の確保ができない等 
  のため工事を施工できない 
 
   
○発注者の義務である工事用地等の 
確保が行われないため（工事請負契 
約書第１６条） 施工できない場合 
○設計図書と実際の施工条件の相違 
又は設計図書の不備が発見されたた 
め（工事請負契約書第１８条）施工を 
続けることが不可能な場合・・・等 

②自然的又は人為的な事象のため 
    工事を施工できない 
 
   
○「自然的又は人為的事象」は、 
埋蔵文化財の発掘又は調査、反対 
運動等の妨害活動も含まれる。 
○「工事現場の状態の変動」は、地 
形等の物理的な変動だけでなく、 
妨害活動を行う者による工事現場 
の占拠や著しい威嚇行為も含まれ 
る 

※以下２つの規定以外にも、発注者が必要があると認めたときは、 
一時中止することが出来る。 

■背景・目的 
○受注者の責に帰することができない事由等により施工ができなくなった場合、 
  発注者において工事の一時中止を命じなければならないが、工事の一時中止 
  指示に統一性を欠き、受注者の現場管理費等の増加や技術者の配置へ支障を 
  きたすという意見が寄せられたこと、さらに、公共工事の品質確保の促進に関す 
  る法律 第７条第１項第４号及び第５号の適切な工期の確保等の発注者責任を 
  踏まえ改定。 

■活用時期・方法・効果 

【受注者】 

一時中止にかかる判断、変更などの内容を掲載した「工事の一時中止に係るガイド
ライン（案）」を平成２０年４月に官民協働で作成し、必要に応じてフォローアップを図
りながら活用。 

  →受注者の現場管理費等の増加や技術者の柔軟な配置へ支障をきたしている 
   という声が寄せられた。 

施工中：工事の一時中止を検討する際の発生事象や中止理由の検討に活用。 

施工中：工事の一時中止の範囲及び期間についてガイドライン（案）に基づき適正 
      な対応を図ることができる。 

【発注者】 

北陸地整HP http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/4tenset/h2705_4tenset-stop.pdf 
※平成２７年５月改定 上記URLから全文ダウンロードできる 

http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/4tenset/h2705_4tenset-stop.pdf
http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/4tenset/h2705_4tenset-stop.pdf
http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/4tenset/h2705_4tenset-stop.pdf
http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/4tenset/h2705_4tenset-stop.pdf


■ 「工事の一時中止に係るガイドライン（案）」事例集 
 「工事の一時中止に係るガイドライン（案）」の理解を深めるため平成２３年４月に
官民協働で作成。北陸管内の工事において、中止に伴う「増加費用計上事例」及
び「増加費用未計上事例」を掲載。                  ※平成２４年２月改定                 
北陸地整HPから全事例ダウンロードできる http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/4tenset/h2402_4tenset-stop_jirei.pdf   

工事の一時中止に係る基本フロー（ガイドライン（案）より） 

■ 平成２６年改定内容 

工事一時中止に伴う積算方法（標準積算による場合） 
 

◇中止期間中の現場維持等の費用（単位：円 1,000円未満切り捨て） 

  Ｇ ＝ ｄｇ × Ｊ ＋ α 

   ｄｇ：一時中止に係る現場経費率（単位：％ 少数第４位四捨五入３位止め） 
    Ｊ ：対象額（一時中止時点の契約上の純工事費）（単位：円 1,000円未満切り捨て） 
   α ：積上げ費用（単位：円 1,000円未満切り捨て） 
 
  一時中止に係る現場経費率（ｄｇ） 
    ｄｇ＝Ａ｛（Ｊ／（ａ×Ｊｂ＋Ｎ））Ｂ－（Ｊ／（ａ×Ｊｂ））Ｂ｝＋（Ｎ×Ｒ×100）／Ｊ 
    Ｎ：一時中止日数（日） ただし、部分中止の場合は、部分中止に伴う工期延期日数 
    Ｒ：公共工事設計労務単価（土木一般世話役） 
    Ａ・Ｂ・ａ・ｂ：各工種毎に決まる係数 
◇土木工事標準積算基準書における入力項目 
    Ｊ：一時中止時点の契約上の純工事費  Ｎ：一時中止日数  Ｒ：労務単価  α：積上げ費用 

○積算基準改定による工事一時中止に伴う積算方法の変更 

※中止期間の最終日が平成２６年４月１日以降の場合は、Ｈ２６年度積算基準に基づく新基準にて積算を行う。 

工事の一時中止に係るフロー等  

（問い合わせ先 北陸地方整備局 企画部 技術管理課 TEL：０２５－２８０－８８８０） 

http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/4tenset/h2402_4tenset-stop_jirei.pdf
http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/4tenset/h2402_4tenset-stop_jirei.pdf
http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/4tenset/h2402_4tenset-stop_jirei.pdf
http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/4tenset/h2402_4tenset-stop_jirei.pdf
http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/4tenset/h2402_4tenset-stop_jirei.pdf


土木工事設計変更ガイドライン（案）   ※施工中に活用 

■効果 

 ガイドライン（案）は、「変更可能なケース」、「変更不可能なケース」、「変更手続

きフロー」などを掲載し、設計変更の課題や留意点を理解する一助となる。 

・設計変更が不可能なケース ※ 尚、災害時等緊急の場合はこの限りではない 
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 設計図書に明示なき事項において、受発注者「協議」を行わず受注者独断で施工を実施し
た場合 
 

 発注者と「協議」をしているが、協議の回答がない時点で施工を実施した場合 
 

  「承諾」で施工した場合（設計変更の対象とする旨の記載以外） 

 契約書・共通仕様書に定められている所定の手続きを経ていない場合（契約書第18条～
24条、共通仕様書1-1-1-13～1-1-1-15） 
 

  正式な書面によらない事項(口頭のみの指示・協議等)の場合 
       →必ず書面でのやりとりを行うこと。 

※協議とは、書面により契約図書の協議事項について、発注者と受注者が対応な立場で合議し、結
論を得ることをいう。 

※承諾とは、契約図書で明示した事項について、発注者または受注者が書面により同意すること。 

下記のような場合においては、原則として設計変更できない。 

■背景・目的 

○設計変更については、「受発注者間の費用計上等の相違」「任意仮設等の一式 
    計上されている事項」「設計図書の脱漏又は表示が不明確な事例」が見受けら 
    れ、適正な変更契約や円滑な施工に支障をきたす等の意見があること、さらに、 

 公共工事の品質確保の促進に関する法律 第７条第１項第５号の適切な設計変 
 更等の発注者責任を踏まえ改定。 

■活用時期・方法 

施工中：ガイドライン（案）を通して設計変更に関する課題や留意点を十分理解し、 

     協議を行い、変更に必要な資料作成の責任範囲を含め、適正に変更手続 

     きに活用できる。 

 設計変更については、受発注者双方で費用等のとらえ方に相違がある場合もあ

り、適正な変更契約や円滑な施工に支障をきたしている。更に、任意仮設等の一

式計上されている事項や設計図書に脱漏又は表示が不明確な事例も見受けられ、

その変更対応が問題となっているケースもある。 

 そのため、設計変更業務の改善を図ることを目的に、両者が設計変更に関する 

課題と留意点を十分に理解しておく必要があることから、それらをとりまとめた「土

木工事設計変更ガイドライン（案）」を平成２０年４月に官民で協力して作成し、「設

計変更に必要な資料の作成」について責任範囲を明確化するなど必要に応じて

フォローアップを図り活用している。 

→適正な変更契約や円滑な施工に支障をきたす等の意見がある。 

変更作業の改善を図ることを目的に、受発注者双方が変更に関しての課題や留意

点を十分理解しておく必要があることから、それらをとりまとめた「土木工事設計変

更ガイドライン（案）」を平成２０年４月に官民協働で作成し、「変更に必要な資料の

作成」等の責任範囲を明確化するなど必要に応じてフォローアップを図り活用。 

【受発注者】 

北陸地整HP http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/4tenset/h2705_4tenset-henkou.pdf 
※平成２７年５月改定 上記URLから全文ダウンロードできる 

http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/4tenset/h2705_4tenset-henkou.pdf
http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/4tenset/h2705_4tenset-henkou.pdf
http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/4tenset/h2705_4tenset-henkou.pdf
http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/4tenset/h2705_4tenset-henkou.pdf
http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/4tenset/h2705_4tenset-henkou.pdf


「土木工事設計変更ガイドライン（案）」の活用と工事円滑化推進会議 

 受発注者は、「土木工事設計変更ガイドライン（案）」を活用し、「工事円滑化推進
会議」における「設計変更等検討部会」を行う。 

【 設計変更等検討部会 】 

①目的 

  工事実施における課題の解決、変更の取り扱いの決定 

②メンバー 

 発注者 ：  副所長又は事務所官クラス、発注担当課長・係長・担当者、監督職員等 

 受注者 ：  現場代理人、監理（主任）技術者等、専任補助者等 

③検討事項 

 １）現地条件・施工条件と設計図書の不一致等による変更処理 

 ２）受発注者間で設計変更の内容に大きな乖離が生じている課題について解決 

 ３）その他、受注者の申し出による課題の解決 

■ 「土木工事設計変更ガイドライン（案）」事例集 
 「土木工事設計変更ガイドライン（案）」の理解を深めるために平成２２年３月に
官民協働で作成。北陸管内の工事において、「変更となった事例」及び「変更とな
らなかった事例」を掲載。                       ※平成２４年２月改定 

北陸地整HPから全事例ダウンロードできる http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/4tenset/h2402_4tenset-henkou_jirei.pdf  

設計変更手続きフロー（ガイドライン（案）より） 

（問い合わせ先 北陸地方整備局 企画部 技術管理課 TEL：０２５－２８０－８８８０） 

http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/4tenset/h2402_4tenset-henkou_jirei.pdf
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